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令和２年度神奈川県食品衛生監視指導計画に基づく実施結果 

 

１ はじめに 

食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 24 条第 1 項の規定により策

定した「令和２年度神奈川県食品衛生監視指導計画（以下「計画」とい

う。）」に基づき、食品衛生に関する監視指導を実施し、その結果につい

て取りまとめました。 

 

２ 計画実施区域と実施期間 

実施区域 
横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、藤沢市及び茅ヶ

崎市（寒川町を含む。）を除く県の区域 

実施期間 令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までの１年間 

 

３ 監視指導の実施体制 

(1) 監視指導の実施機関 

生活衛生課 

（食品衛生グループ及び茅ケ崎駐在事務所(食品

衛生専門監視担当)の食品衛生監視員） 

○計画の策定及び公表並びに関係機関との連絡

調整を行いました。 

○県民に対し食品衛生に関する情報提供を行い

ました。 

○広域大量製造・調理施設等、食品等輸入事務所

等及び食品表示法に基づく食品関連事業者の

監視指導並びに広域流通食品等の収去を行い

ました。 

保健福祉事務所 

(４ セ ン タ ー を

含 む 。 以 下 同

じ。) 

（食品衛生監視員） 

○食品衛生法に基づく食品営業施設及び食品表

示法に基づく食品関連事業者の監視指導並び

に食品等の収去を行いました。 

食肉衛生検査所 

（と畜検査員） 

○と畜場法に基づく監視指導を行いました。 

（食鳥検査員） 

○食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する

法律に基づく監視指導を行いました。 

（食品衛生監視員） 

○食品衛生法に基づく食品営業施設（と畜場に併

設した食品営業施設に限る。）の監視指導及び

食品等（と畜場及び食鳥処理場でと畜処理、解

体等をした食肉、食鳥肉に限る。）の収去を行い

ました。 

 

 



2 

 (2) 検査の実施機関 

衛生研究所 

○食品等の検査を行いました。 

○業務管理基準の遵守及び信頼性確保部門によ

る内部点検の実施並びに外部精度管理調査の

定期的受検により食品等検査の信頼性を確保

しました。 

食肉衛生検査所 

○と畜場及び食鳥処理場で収去した食肉、食鳥肉

の検査を行いました。 

○衛生研究所と同様に業務管理基準の遵守等に

より食品検査の信頼性を確保しました。 

 

４ 重点監視指導事業 

(1) 食中毒予防対策 

ア 食肉の生食等による食中毒予防対策 

(ｱ) 食肉を生食用又は加熱が不十分な状態で提供する食品等事業者

に対し、生食用食肉の規格基準や衛生基準及び牛の肝臓や豚の食

肉の規格基準の遵守について指導を行いました。 

(ｲ) 食品等事業者に対し、生食に関する規制のない鶏肉、野生鳥獣

肉等を生食用又は加熱が不十分な状態で提供しないことについて

指導を行いました。 

(ｳ) 食品等事業者に対し、調味料に浸潤させる処理・結着させる処

理等の特定の加工処理を行った食肉を十分に加熱すること及び消

費者が自ら加熱する場合にも、営業者が消費者に対して注意喚起

をすることについて指導を行いました。 

 

イ ノロウイルスによる食中毒予防対策 

(ｱ) 給食施設、旅館、ホテル、仕出し屋、弁当屋等の調理施設につい

て重点的に監視指導を行い、特に学校、社会福祉施設、保育所等の

給食施設については、衛生管理の指導を強化しました（業種別監視

数は別表）。 

(ｲ) 従事者の手指等を介しての食品へのノロウイルスの汚染を防ぐ

ため、食品衛生責任者講習会や監視時等において、健康管理や手洗

の励行及びカキ等の二枚貝の衛生的取扱いや十分な加熱調理につ

いて指導を行いました。 

 

ウ 寄生虫による食中毒予防対策 

関係する飲食店、魚介類販売店等の調理施設について重点的に監

視指導を行い、食品衛生責任者講習会や監視時等において、冷凍処

理、加熱処理が有効であること、また、アニサキスについて、除去

の徹底や早めの内臓の除去について指導を行いました。 
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エ 腸管出血性大腸菌による食中毒予防対策 

浅漬け製造施設に対して「漬物の衛生規範」に基づく衛生管理の

指導及び腸管出血性大腸菌Ｏ157 の検査を行いました。 

 

施設数 立ち入り検査実績 
腸管出血性大腸菌 

Ｏ157 検査検体数 
違反数 

105 53 5 0 

 

(2)  ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に向けた指導 

食品等事業者に対し、営業施設の監視指導、食品衛生責任者又は

食鳥肉衛生講習会等において、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理につい

て導入に向けた指導を行いました。 

 

(3) 輸入食品衛生対策 

ア 輸入食品の検査 

輸入食品を取り扱う営業施設に対し監視指導を行い、輸入食品

の流通実態を把握するとともに、残留農薬、動物用医薬品、指定外

添加物等の検査を行いました。 

 

食品名 検査項目 検体数 違反数 

食肉 

農薬 ６ 0 

動物用医薬品 21 0 

抗生物質 14 0 

ハチミツ 
動物用医薬品 ６ 0 

抗生物質 ６ 0 

食肉製品 成分規格 ２ 0 

柑橘類等 防ばい剤 ６ 0 

魚介類 

動物用医薬品 25 0 

抗生物質 14 0 

農薬 ０ 0 

ナチュラルチーズ等 病原性微生物 ６ 0 

香辛料等 カビ毒 ６ 0 

農産物 農薬 32 0 

冷凍食品、清涼飲料水等 成分規格 55 *1 

その他の食品 

指定添加物 185 0 

指定外添加物 67 0 

組換え遺伝子 11 0 

計 462 *1 

*：令和元年度収去検査実施し、令和２年度違反が確定したもの 

また、広域流通食品の食品等事業者が設定している期限表示の

根拠及び出荷時の表示点検等について確認を行いました。 
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イ 食品等輸入事務所等の監視指導等 

食品等輸入事務所等に対し、輸入先の事業者における衛生管理等

を確認するよう指導するなど、輸入食品等の安全性確保に係る監視

指導及び情報提供を行いました。 

 

ウ 輸入食品取扱い施設（食品等輸入事務所等を除く。）の監視指導 

輸入食品を取り扱う施設において、使用、販売されている食品表

示の点検を行い、適正な表示が徹底されるよう監視指導を行いまし

た。 

 

(4) 適正な食品表示の徹底 

アレルゲンを含む食品及び遺伝子組換え食品に関する表示の徹底の

ため、食品等事業者に対し、使用原材料の点検及び製造工程における

管理について指導を行うとともに、流通している食品の検査を行いま

した。 

 

検査項目 検査食品 検体数 違反数 

特定原材料（小麦） その他の食品等 20 0 

組換え遺伝子 

とうもろこし加工品 16 0 

米加工品 14 0 

ばれいしょ加工品 ６ 0 

大豆 ６ 0 

 

５ 立入検査及び収去検査 

 (１) 年間立入検査 

計画の業種別立入検査回数に基づき、生活衛生課茅ヶ崎駐在事務所

（食品衛生専門監視担当）及び保健福祉事務所ごとに年間立入検査の

計画を策定し、監視指導を実施しました。 

また、県外に流通する食品を製造する大規模製造施設、大規模調理施

設等に対しては重点的な監視指導を実施しました。 

全体では、立入検査計画数 38,904 件に対し、28,935 件（74.4%）の

立入検査を実施し、大規模施設は、立入検査計画数 1,567 件に対し、

872 件（55.6%）の立入検査を実施しました。 

なお、許可営業、報告営業等の業種別の立入検査状況は、別表のとお

りです。 
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ア 立入検査 

区  分 
計  画 実  績 

施設数 立入検査 施設数 立入検査 

許可営業施設 32,622 23,270 32,188 17,597 

報告営業施設 25,195 15,497 24,148 11,294 

食品等輸入事務所等 84 84 88 5 

と畜場            1 12 1 12 

食鳥処理場 6 29 6 19 

届出食肉販売業 2 12 2 8 

合計 57,910 38,904 56,433 28,935 

 

イ 大規模製造、調理施設等立入検査（再掲） 

区  分 
計  画 実  績 

施設数 立入検査 施設数 立入検査 

大規模製造施設 291 980 295 588 

大規模調理施設 313  587 320 284 

合計 604 1,567 615 872 

 

(2) 食品衛生総点検 

夏期及び年末に実施することとしていましたが、国が新型コロナウ

イルス感染症の拡大に伴い、保健所における業務負担が大幅に増加し

ていることなどに鑑み、夏期及び年末一斉取締りについて、特段の重

点監視指導項目を示さなかった趣旨に基づき、実施要領を定めず、次

の施設の監視指導等を実施しました。 

ア 食品衛生夏期総点検（７月１日から８月 31 日まで） 

１ 夏期に多発する EHEC やカンピロバクター等による食中毒の原因

施設となる可能性が高い施設 

２ 新たな営業許可業種や届出業種の確認が必要な施設 

３ HACCP に沿った衛生管理について導入指導を行う施設 

４ 新たにテイクアウト等を開始した施設 

５ 長期間休業していた施設の営業再開をする施設 

イ 食品衛生年末総点検（12 月２日から 12 月 28 日まで） 

 年末に多発するノロウイルスやカンピロバクター等による食中毒

の原因施設となる可能性が高い施設の他、上記ア２～４の施設 

 

(３) 食品等の収去検査等 

県所管域内で製造された食品等及び県所管域内に流通する食品等 

について、食品衛生法に定める規格基準等に適合しているかを確認す

るため、収去検査等を実施しました。 



6 

全体では、3,948 検体の計画に対し、2,653 検体（67.2%）の収去検査

等を実施しました。その結果、今年度の違反食品の発見はありませんで

した。 

 食品名 検査項目 
収去検体 

計画数 

収去等 

検体数 
違反数 

県
所
管
域
内
製
造
食
品 

食肉 抗生物質、動物用医薬品、農薬 1,270 731 0 

食肉製品 微生物、食品添加物等 42 37 0 

魚肉練り製品 微生物、食品添加物 47 21 0 

乳、乳製品 微生物、動物用医薬品、農薬等 30 7 0 

清涼飲料水 微生物、食品添加物、重金属等 26 27 0 

その他の県所管域

内製造食品等 

微生物、食品添加物等 947 662 0 

放射性セシウム 46 29 0 

小   計 2,408     1,514     0 

輸
入
食
品 

食肉、ハチミツ 農薬、抗生物質、動物用医薬品 64 53 0 

食肉製品 微生物、食品添加物等 10 2 0 

魚介類 農薬、抗生物質、動物用医薬品 50 39 0 

農産物 農薬、防ばい剤 58 38 0 

香辛料等 カビ毒 6 6 0 

遺伝子組換え食品 組換え遺伝子 - 11 0 

おもちゃ 重金属 4 4 0 

その他の輸入食品 食品添加物、指定外添加物等 466 309 *1 

小   計 658  462 *1 

所
管
域
外
製
造
食
品
等 

食肉、鶏卵 抗生物質、動物用医薬品 40 36 0 

食肉製品 微生物、食品添加物 49 33 0 

魚介類 抗生物質、動物用医薬品等 29 25 0 

魚肉練り製品 微生物、食品添加物 54 43 0 

生食用かき 微生物 5 5 0 

乳、乳製品 微生物、動物用医薬品等 106 57 0 

農産物 農薬、重金属 97 72 0 

冷凍食品 微生物 48 12 0 

清涼飲料水 微生物、食品添加物等 58 30 0 

遺伝子組換え食品 組換え遺伝子 48 31 0 

アレルゲン含有食

品 
特定原材料 20 20 0 

その他の県所管域

外製造食品等 

微生物、食品添加物等 204 118 0 

放射性セシウム 74 30 0 

小   計 832 512 0 

流通食品の調査 微生物等 50 68 - 

食中毒調査に伴う調査等 微生物等 - 97 - 

合   計 3,948 2,653 *1 

 *：令和元年度収去検査実施し、令和２年度違反が確定したもの 

 

６ と畜場の衛生対策及びＢＳＥ対策 

(1)  と畜場の衛生対策 

 と畜場設置者等に対して、マニュアルに基づく点検及び自主検査を

適切に遂行するよう指導しました。 

と畜場が行うＨＡＣＣＰを用いた衛生管理の適切な実施の確認及

び併設された食品営業施設での衛生管理、個体識別管理の徹底等、一

貫した監視指導を行いました。 
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また、枝肉、施設等のふきとり検査を実施し、問題を認めませんで

した。 

 

(２) ＢＳＥ対策 

安全な食肉を供給するため、適正なＢＳＥ検査を実施するとともに、

と畜場における牛の月齢等による分別管理、特定部位の除去及び焼却

等、ＢＳＥ対策が適切に行われるよう監視指導を実施したところ、問

題を認めませんでした。 

 

ＢＳＥスクリーニング検査頭数 陰性頭数 陽性頭数 

４頭 ４頭  ０頭 

 

７ 違反食品等への対応 

(1) 違反施設 

食中毒の原因施設のうち、許可営業施設４件に対し営業禁止の措置

を、改善指導を行い、改善が図られたことを確認しました。また、違

反した者の氏名、対象施設、内容等について公表しました。 

 

(2) 違反食品 

収去検査で発見した違反食品は、令和元年度検査を行い、違反が疑

われたため、輸入者を管轄する自治体へ通報を行った食品が次のとお

り１件ありました。この食品は、令和２年度中に違反が確定しました。 

 

食品分類 品名 
件

数 
違反内容 

清涼飲料水 プルーン飲料 １ 対象外食品から添加物を検出 

 

８ 食中毒等健康危害発生時の対応 

(1) 「神奈川県食中毒処理要領」（平成 11 年 10 月１日制定）に基づき、

平常時における体制を整備するとともに、発生時においては関係部局

や関係自治体と連携を図り、調査を実施しました。 

令和２年度の食中毒発生件数及び患者数は、５件 108 人でした。 

 

ア 原因施設別発生状況 

区分 件数 患者数 

飲食店 ４ 106 

不明  １ ２ 

計 ５ 108 
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イ 月別発生状況 

区分 件数 患者数 病因物質 

５月 １ 14 ウエルシュ菌 

６月 １ 79 サルモネラ属菌 

８月 ２ ７ 
アニサキス、カンピロバクタ

ー属菌 

９月 １ ８ カンピロバクター属菌 

計 ５ 108  

   

 

ウ 病因物質別発生状況 

区分 件数 患者数 

カンピロバクター属菌 ２ 13 

アニサキス １ ２ 

ウエルシュ菌 １ 14 

サルモネラ属菌 １ 79 

計 ５ 108 

 

 

 (２) 食中毒予防の観点から、食中毒発生状況等について食品等事業者及

び県民への情報提供を行うとともに、健康被害の拡大防止のため必要

な情報について速やかに公表を行いました。 

 

９ 食品等事業者の自主管理の推進 

食品等事業者に対し、立入検査や講習会等を通して管理運営基準の遵

守、自主検査の実施、製造販売等に関する記録の作成及び保存について

指導を行いました。 

また、調理業、製造業を中心に、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理につい

て、講習会等による導入に向けた指導を行いました。 

公益社団法人神奈川県食品衛生協会が実施する食品衛生指導員による

巡回指導等自主的な衛生管理をさらに推進するための事業について、指

導、支援を行い、また、知事の指定する食品衛生責任者養成講習会の実

施について、適切な助言、指導を行い円滑な運営を支援しました。 

「神奈川県食の安全・安心の確保推進条例」第 14 条に基づき、食品等

の自主回収の報告があった場合は、再発防止や消費者への適切な情報提

供について指導を行うとともに、必要に応じて食品衛生法上の指導を行

いました。 
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10 県民との意見交換及び情報提供 

(1) 計画実施状況の公表 

食品営業施設等への立入検査状況及びその結果並びに食品等の収

去検査結果、について、県のホームページで公表しました。 

 

(２) 食品衛生情報の提供 

ア リーフレット、ホームページ等を活用した情報提供を行いました。 

イ 食品等の収去検査結果、発見した違反食品等に対する調査結果及

び措置状況についてホームページ等を通じて公表しました。 

ウ 「かながわ食の安全・安心基礎講座」や「食品表示セミナー」等、

県民を対象とした対面で行う講習会等の開催は、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止のため、実施を見合わせました。 

 

(３) 食中毒予防に関する知識の普及啓発 

ア 食中毒多発期の前に、食品等事業者に対する講習会を開催すると

ともに、ホームページ等を活用し、食品等事業者及び県民に対し食

中毒予防に関する知識の普及啓発を図りました。 

 

イ 細菌性食中毒多発期には「食中毒警報」を発令することにより、

食品等事業者や県民に対して注意を喚起し、危害発生の未然防止を

図りました。 

また、８月の１か月を食品衛生月間と定めるとともに、同月の１

日又は第１月曜日から１週間を食中毒予防週間とし、食品衛生知識

の普及啓発に努めました。 

 

食中毒警報 
８月 18 日発令、10 月 28 日解除（72 日間） 

期間中の食中毒： 14 件 206 人 

 ※食中毒警報の発令については、令和２年度をもって廃止すること

となった。 

 

ウ ノロウイルスを原因とする食中毒が発生しやすい冬期には「ノロ

ウイルス食中毒警戒情報」を発令することにより、食品等事業者や

県民に対して注意を喚起し、危害発生の未然防止を図りました。 

 

ノロウイルス 

食中毒警戒情報 

発令期間：11 月 30 日から３月 31 日まで（122 日間） 

期間中のノロウイルス食中毒：１件 134 人 

 

エ 県民を対象とした講習会等の機会を活用し、野生鳥獣肉を含めた

食肉の生食のリスク、魚介類の生食による寄生虫予防対策等食品衛
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生上の情報を提供しました。 

 (４) 県民との情報及び意見交換の実施 

「かながわ食の安全・安心キャラバン」の開催は、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止のため、実施を見合わせました。 

 

11 国、他の自治体等との連携体制 

国、他自治体等と会議を開催し、協議、情報交換等を行いました。 

 

 

 会議名 開催月日 参加者等 

国との 

連携 

輸入食品 

衛生連絡会 

３月 17 日

(水) 

横浜検疫所、東京検疫所

川崎検疫所支所、 

県内保健所設置六市 

他 自 治

体 と の

連携 

全国食品衛生主管

課長連絡協議会 

６月５日(金) 

※書面開催 

各都道府県、保健所設置

市、特別区 

関東甲信越静ブロ

ック食品衛生主管

課長会議 

９月 25 日(金) 

※書面開催 

関東甲信越静各都県、保

健所設置市 

首都圏食品衛生担

当課長食中毒防止

連絡会 

未実施 

東京都、埼玉県、千葉県、

山梨県、首都圏保健所設

置市 

首都圏自治体食中

毒防止食品衛生検

査担当者連絡会 

未実施 

東京都、埼玉県、千葉県、

山梨県、首都圏保健所設

置市 

県 内 の

連携 

県・保健所設置六

市食品衛生担当者

会議 

８月５日(水) 

１月 15 日(金) 

３月 18 日(木) 

県内保健所設置六市 

県農政担当者及び

県 ･保健所設置六

市食品衛生担当者

連絡会議 

未実施 

環境農政局（農業振興

課、畜産課、水産課）、 

県内保健所設置六市 

庁 内 に

お け る

連携 

神 奈 川 県 食 の 安

全・安心推進会議 

幹事会 

７月 10 日(金) 

10 月 14 日(水) 

１月 27 日(水) 

３月 24 日(水) 

幹事会 

作業部会（残留農薬、食

品表示、リスクコミュニ

ケーション、放射能） 
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12 食品衛生に係る人材育成 

(1) 食品衛生監視員等の人材育成 

食品衛生監視員研修〔食品監視コース（前期･後期）、専門監視コー

ス〕及び食肉衛生技術研修等を開催したほか、関係機関による研修等

にも参加しました。 

 

区分 参加回数 延参加人数 

自主開催 ３回 86 人 

他関係機関開催 ９回 123 人 

 

(２) 食品等事業者等の人材育成 

食品等事業者、食品衛生管理者、食品衛生責任者等に対する講習会

を定期的に開催することにより、食品衛生情報の提供を行い、人材の

育成を図りました。 

   また、食品関係団体等の中で、適正な表示について食品等事業者に

対して助言、指導ができる人材の育成を支援しました。 

 

講習会の内訳 

 

 

 

 

 

 

13 調査研究の推進 

(1) ７月１日(水)から７月３日（金）、衛生監視員等研究発表会を書面開

催し、食品衛生の課題について研究結果の共有化を図りました。 

 

(2) モニタリング調査等の実施 

食品衛生法で基準が定められていない細菌等による食品の汚染実態

調査等を行いました。 

ア 輸入果物の食中毒菌汚染実態調査 

イ 国産農産物及び農産物加工品のアフラトキシン汚染実態調査 

ウ 食品製造施設で働く外国人従事者に対する衛生教育の実態調査 

  

区分 開催回数 延出席人員 

食品衛生責任者 59 回 2,119 人 

従事者等 7 回 134 人 

消費者 9 回 36 人 

計 75 回 2,289 人 
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食品関係営業施設数及び監視状況 

業   種      
立入検査 

計画回数 
施設数 監視件数 

許可営業 

乳処理業 ４  9 31

乳製品製造業 ４  33 49

魚介類競り売り営業 ４  10 31

魚肉練り製品製造業 ４  34 60

食肉製品製造業 ４  41 74

乳酸菌飲料製造業 ４  4 7

添加物製造業 ４  21 34

清涼飲料水製造業 ４  40 78

食品の冷凍又は 

冷蔵業 

冷凍食品製造業 ３～２ 47 53

その他 １  58 101

ﾏｰｶﾞﾘﾝ又は ｼｮｰﾄﾆﾝｸﾞ製造業 ３～２ 1 2

豆腐製造業 ３～２ 58 45

総菜製造業 ３～２ 348 321

あん類製造業 ３～２ 8 36

食肉処理業 ３～２ 113 339

みそ製造業 ３～２ 32 18

ソース類製造業 ３～２ 16 18

納豆製造業 ３～２ 5 3

菓子製造業 ３～１ 1,870 1,503

麺類製造業 ３～２ 66 43

缶詰又は瓶詰食品製造業 ３～２ 24 20

アイスクリーム類製造業 ３～２ 39 34

食用油脂製造業 ３～２ 14 13

しょう油製造業 ３～２ 2 1

酒類製造業 ３～２ 25 21

氷雪製造業 ３～２ 6 11

飲食店営業 
自動販売機 実情に応じて 160 34

その他 ２～１ 19,336 9,387

喫茶店営業 
コップ販売式自動販売機 実情に応じて 1,993 464

その他 １ 416 156

魚介類販売業 １  2,092 1,504

食肉販売業 １  2,035 1,465

乳類販売業 
自動販売機 実情に応じて 724 138

その他 １ 2,483 1,495

氷雪販売業 １  25 8

許可営業施設小計  32,188 17,597

報告営業 

魚介類加工業 ３～１ 210 253

食品添加物（規格基準外）の製造業 ３  14 21

食品製造業 ３～１ 1,164 677 

給食施設 

学校 ２  195 120

病院・診療所 ２～１ 54 13

事業所 ２～１ 52 31

その他 ２～１ 700 104

魚介類行商 １  48 23

発酵乳等販売業 １  107 24

菓子（パンを含む）販売業 １  5,630 2,282

総菜販売業 １  2,546 1,437

野菜果物販売業 １  3,183 1,572

食品販売業（上記以外） １  7,085 2,954

食品添加物販売業 １  648 496

器具容器包装の製造業 １  1 1

乳搾取業 実情に応じて 292 22

お もち ゃ の 製造業及 び 器具 容 器 包 装お も ちゃ の販 売 業  実情に応じて 2,219 1,264

報告営業施設小計  24,148 11,294

食品等輸入事務所等 ２～１ 88 5

合   計   56,424 28,896

 

別表 


